
１、新公会計制度の概要と目的１、新公会計制度の概要と目的１、新公会計制度の概要と目的１、新公会計制度の概要と目的 

地方公共団体は、総務省から発出された「地方公共団体における行政改革の更なる推進のため

の指針（平成１８年８月）および「新地方公会計制度実務研究会報告書」（平成１９年１０月）

によって、国の作成基準に準じた財務４表（貸借対照表、行政コスト計算書、資金収支計算書、

純資産変動計算書）を整備することになりました。 

これは従来の地方自治体の会計制度に加え、企業会計の手法を導入するものです。 

従来の、現金主義・単式簿記を特徴とする現行の官庁会計方式に対し、発生主義・複式簿記を

特徴とする企業会計方式では、歳入歳出という現金の動きだけでなく、資産や負債などの全て

の行政資源と行政コストを統合的に把握することが可能となり、町民の皆さんに開示すること

によって、行政の透明性をより高めることを目的としております。 

 

２、本町では「総務省方式改定モデル」を採用２、本町では「総務省方式改定モデル」を採用２、本町では「総務省方式改定モデル」を採用２、本町では「総務省方式改定モデル」を採用 

総務省では、国の基準に準じた財務４表として「基準モデル」と「総務省方式改定モデル」の

２種類の会計モデルを示しています。 

「基準モデル」は、自治体が保有する固定資産（公有資産）を固定資産台帳の作成によって公

正価値評価をしたうえで、全ての取引・会計事象を複式処理して作成する会計モデルです。一

方、「総務省方式改定モデル」は、地方公共団体の毎年度の決算状況についてまとめた地方財

政状況調査（決算統計）の数値を基礎として作成する会計モデルです。 

本町では、平成２３年度普通会計決算について「総務省方式改定モデル」を採用し、財務４表

を作成しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３、３、３、３、財務４表について財務４表について財務４表について財務４表について 

① 貸借対照表（バランスシート） 

貸借対照表は、本町が行政サービスを提供するために保有する財産（資産）と、その資産を

どのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを対照的に表したものです。 

表の左側を借方、右側を貸方といいます。 

借方には、「資産」が表示され、将来世代に引き継ぐ財産状況や、これまで投資された資金の

使途状況が示されています。 

貸方には、「負債」及び「純資産」が表示され、将来世代が負担しなければならない債務の状

況や、これまでの世代が負担した資金の状況が示されています。 

 

② 行政コスト計算書 

行政コスト計算書とは１年間の行政活動のうち、資産形成に直接結びつかない経費（福祉サ

ービスなど）と、その対価となる使用料や手数料などを対比させるものです。 

これまでの決算書類から把握できなかった減価償却費や退職手当引当金などの非現金コスト

に関する情報も計上されております。 

行政サービスを行う上で重要な財源となる町税や地方交付税などは、表中の経常収益には含

まれないため、通常は大幅なコスト超過となります。 

 

③ 純資産変動計算書 

純資産変動計算書とは貸借対照表の純資産（資産から負債を差し引いたもの）の１年間の動

きを明らかにするものです。 

純資産がどのような財源や要因によって増減したかが示されております。 

各変動額の合計が当期変動額となり、期首純資産残高と足した当期末残高がバランスシート

の純資産と一致します。 

 

④ 資金収支計算書 

資金収支計算書は、１年間の歳計現金の出入りを「経常的収支の部」、「公共資産整備収支の

部」及び「投資・財務的収支の部」に分けて表示したものです。 

これにより、どのような活動に資金が必要とされ、それをどのように賄ったのかがわかると

ともに、歳計現金をどのような性質の活動で獲得し、または使用しているのを読み取ること

ができます。 

 



財務４表の相互関係財務４表の相互関係財務４表の相互関係財務４表の相互関係

財務４表はそれぞれの数値が関連しており、全体の相互関係は以下のとおりです。

純経常行政コスト

期首純資産残高

純経常行政コスト

一般財源、補助金受入等

科目振替等

期末純資産残高

※上図において、矢印で結ばれているところは金額が一致することを意味します。

歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

純　資　産

歳 計 現 金

資金収支計算書 純資産変動計算書

収入

支出

貸借対照表 行政コスト計算書

資　　産 負　　債 経常行政コスト

経常収益



用語説明用語説明用語説明用語説明

貸借対照表貸借対照表貸借対照表貸借対照表

公共資産 道路、庁舎等の固定資産

投資等 町の出資法人への出資金、公営企業等への繰出金や基金積立金など

流動資産 現金、財政調整基金、減債基金、地方税その他の未収金など

固定負債 償還期限が１年超の地方債、退職手当引当金など

流動負債 翌年度償還予定地方債、賞与引当金など

純資産 資産合計から負債合計を控除したもの

行政コスト計算書行政コスト計算書行政コスト計算書行政コスト計算書

人にかかるコスト 職員給与、退職手当引当金・賞与引当金への当年度繰入など

物にかかるコスト 物品の購入や委託料等の物件費、維持補修費、減価償却費など

移転支出的なコスト 社会保障給付、補助金等、特別会計繰出金など

その他のコスト 支払利息、回収不能見込計上額など

経常収支 使用料・手数料・分担金・負担金等の行政サービスへの受益者負担に関する収益

純経常行政コスト 経常費用合計から負債合計を控除したもの

純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書純資産変動計算書

期首純資産残高 前年度の純資産合計

純行政コスト 「行政コスト計算書」で算出した純行政コスト

一般財源 町税、地方交付税、諸収入等

補助金等受入 国、県からの補助金、負担金等

臨時損益 災害復旧事業費、資産除売却に伴う損益等

科目振替 公共資産整備や貸付金・出資金等へ投入された財源の調整

資産評価替変動額 資産評価替に伴う増減

その他 出資金簿価見直し等に伴う増減

期末純資産残高 今年度の純資産合計

資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書資金収支計算書

経常的収支
経常的な行政活動に伴う現金収支。支出は人件費、物件費、社会保障給
付等、収入は経常経費に充当される町税、国県支出金等

公共資産整備収支
公共資産の取得による現金支出と、その取得に伴う国県支出金、町債の
借入等

投資・財務的収支
投資・貸付や町債償還等に伴う現金収支。支出は町債償還、貸付金等、収
入は貸付金の回収、財産売払収入等



（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 6,705,130

①生活インフラ・国土保全 10,459,986 (2) 長期未払金

②教育 5,545,774 ①物件の購入等

③福祉 538,629 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 154,206 ③その他

⑤産業振興 2,578,809 長期未払金計 63,835

⑥消防 372,967 (3) 退職手当引当金 2,536,642

⑦総務 3,330,340 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産合計 22,980,711 固定負債合計 9,305,607

(2) 売却可能資産 0

公共資産合計 22,980,711 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 1,453,409

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 26,499

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 312,473 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 75,907

投資及び出資金計 312,473 流動負債合計 1,555,815

(2) 貸付金 6,246

(3) 基金等

負　　債　　合　　計

10,861,422

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 2,718,276

③土地開発基金 274,705

④その他定額運用基金 0

[純資産の部]

⑤退職手当組合積立金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 4,809,964

基金等計 2,992,981

(4) 長期延滞債権 112,437 ２　公共資産等整備一般財源等 16,839,999

(5) 回収不能見込額 0

投資等合計 3,424,137 ３　その他一般財源等 △ 2,679,149

３　流動資産 ４　資産評価差額 0

(1) 現金預金

①財政調整基金 1,566,329

純　 資　 産　 合　 計

18,970,814

②減債基金 996,070

③歳計現金 844,711

現金預金計 3,407,110

(2) 未収金

①地方税 18,808

②その他 1,462

③回収不能見込額 8

未収金計 20,278

流動資産合計 3,427,388

資　　産　　合　　計

29,832,236

負 債 ・ 純 資 産 合 計

29,832,236

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの） 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち11,347,867千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 16,876,854 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 8,158,539 千円
8,158,539 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 63,835 千円
千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 5,463,731 千円
千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 654,107 千円
千円

　　　　　退職手当負担見込額 2,536,642 千円
2,536,642 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円
千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円
千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円
千円

　基金等将来負担軽減資産 16,898,227 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 5,121,151 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 429,209 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 11,347,867 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 △ 21,373 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は2,144,795千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は17,303,659千円です。

0

0

0

63,835

5,463,731

654,107

0

0

63,835

[内訳]

負債計上 注記

0

項目 金額

貸借対照表

（平成２５年３月３１日現在）

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

【（翌年度償還予定）地

方債・（長期）未払金・引

当金】

【契約債務・

偶発債務】

0

0



　【経常行政コスト】 （単位：千円）

総　　額

（構成比率）

生活インフラ・

国土保全

教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能

見込計上額

その他

（１）人件費 1,332,087 18.2% 66,957 246,366 182,729 69,560 155,440 13,380 532,472 65,183

（２）退職手当引当金繰入等 184,957 2.5% 7,343 35,038 25,987 9,893 19,798 1,903 75,725 9,270

１

（３）賞与引当金繰入額 75,906 1.0% 3,014 14,379 10,665 4,060 8,125 781 31,078 3,804

小　　計 1,592,950 21.8% 77,314 295,783 219,381 83,513 183,363 16,064 639,275 78,257 0

（１）物件費 1,099,886 15.0% 38,919 528,046 87,244 51,366 178,354 44,385 164,428 7,144

（２）維持補修費 29,423 0.4% 4,803 9,185 5,503 2,154 2,179 5,599

（３）減価償却費 971,696 13.3% 357,188 154,317 37,252 9,741 130,318 66,641 216,239

小　　計 2,101,005 28.7% 400,910 691,548 129,999 63,261 310,851 111,026 386,266 7,144 0 0

（１）社会保障給付 931,638 12.7% 6,827 918,066 6,745

（２）補助金等 970,490 13.3% 613 59,846 93,786 345,134 77,464 249,321 142,597 1,729

３

（３）他会計等への支出額 1,585,164 21.6% 43 4,220 6,614 24,338 5,463 17,582 10,056 122 1,516,726

（４）他団体への

　　　公共資産整備補助金等

0 0.0% 15,925 10,999 15,129 895 222 △ 43,170

小　　計
3,487,292 47.6% 16,581 70,893 1,018,466 387,216 98,056 267,798 152,875 1,851 1,473,556

（１）支払利息 108,512 1.5% 108,512

（２）回収不能見込計上額 34,031 0.5% 34,031

（３）その他行政コスト 0 0.0%

小　　計
142,543 1.9% 0 0 0 0 0 0 0 0 108,512 34,031 0

7,323,790 494,805 1,058,224 1,367,846 533,990 592,270 394,888 1,178,416 87,252 108,512 34,031 1,473,556

（　構　成　比　率　） 6.8% 14.4% 18.7% 7.3% 8.1% 5.4% 16.1% 1.2% 1.5% 0.5% 20.1%

　【経常収益】

一般財源

振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 112,822 20,140 23,300 20,603 164 3 14,454 34,158

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 117,804 117,804

230,626 20,140 23,300 20,603 164 3 0 14,454 0 0 0 151,962

ｄ／ａ 3.1% 4.1% 2.2% 1.5% 0.0% 0.0% 0.0% 1.2% 0.0% 0.0% 0.0%

7,093,164 474,665 1,034,924 1,347,243 533,826 592,267 394,888 1,163,962 87,252 108,512 34,031 1,473,556 △ 151,962

経 常 収 益 合 計

（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ

（差引）純経常行政コスト ａ－

ｄ

行政コスト計算書

自　平成２４年４月 １ 日

至　平成２５年３月３１日

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ



（単位：千円）

純資産合計

公共資産等整備

国県補助金等

公共資産等整備

一般財源等

その他

一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 18,204,211 4,904,645 14,079,136 △ 779,570

純経常行政コスト △ 7,093,164 △ 7,093,164

一般財源

地方税 1,458,369 1,458,369

地方交付税 4,583,945 4,583,945

その他行政コスト充当財源 418,147 418,147

補助金等受入 1,175,065 1,175,065

臨時損益 0

災害復旧事業費 224,241 224,241

公共資産除売却損益 0 0

投資損失 0 0

その他 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 258,231 △ 258,231

公共資産処分による財源増 0

貸付金・出資金等への財源投入 433,389 △ 433,389

貸付金・出資金等の回収等による財源増 95,428 △ 95,428

減価償却による財源増 △ 94,681 1,164,811 △ 1,070,130

地方債償還に伴う財源振替 809,004 △ 809,004

資産評価替えによる変動額 0

無償受贈資産受入 0

その他 0 0

期末純資産残高 18,970,814 4,809,964 16,839,999 △ 2,679,149 0

純資産変動計算書

自　平成２４年４月 １ 日

至　平成２５年３月３１日



（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

※1 一時借入金に関する情報

① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

② 平成23年度における一時借入金の借入限度額は500,000千円です。

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円

　地方債発行額 △ 千円

　財政調整基金等取崩額 △ 千円

　支出総額 △ 千円

　地方債償還額 千円

　財政調整基金等積立額 千円

　　基礎的財政収支 千円

931,638

970,495

108,512

資金収支計算書

自　平成２４年４月　１日

至　平成２５年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

1,376,064

1,099,886

1,003,100

253,664

5,743,359

1,460,969

5,116,350

1,043,269

112,822

117,804

120,724

239,700

111,343

296,829

8,619,810

2,876,451

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

529,659

210,723

159,746

900,128

131,796

278,800

0

19,598

430,194

△ 469,934

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

0

812,704

239

490,512

1,374,077

2,677,532

0

3,234

0

0

0

471

0

3,705

△ 2,673,827

△ 267,310

0

1,112,021

844,711

9,053,709

696,779

518,500

0

9,321,019

1,482,589

0


